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１．はじめに 

 日本においては人口減少や高齢化といった背景に

より特に地方部において生活サービス施設の維持に

関する課題が生じている．このことにより高齢者や

年少者といった自力による交通が困難な人々にとっ

ての生活環境の悪化が懸念される．同時に自治体の

財政状況の悪化も考えられ，費用に対して効率的な

まちづくりが求められている．この課題に対して国

土交通省では生活サービス施設の集約と公共交通ネ

ットワークによる接続を行う「コンパクトシティ・

プラス・ネットワーク」に基づいたまちづくりが推

進されている．これを受けて生活サービス施設の集

約による拠点づくりの計画としては「立地適正化計

画」，公共交通網の計画としては「公共交通網形成計

画」といった計画が各自治体では策定されつつある．

しかし，拠点と公共交通の設計は相互に影響をもた

らすものであることから同時に設計することにより 

更に効率的な街づくりが可能となることが考えられ

るが，現状において拠点と公共交通ネットワークの

効率的整備の定量的評価を行う知見は十分とは言い

がたい．地域公共交通における利用者の利用実態に

関する研究として西堀ら(2017)による兵庫県神戸市

の住吉台という地域における高齢者のコミュニティ

バスの利用実態のアンケート調査が存在する．この

研究では高齢者の移動は商業施設や医療施設といっ

た施設へのものが多いことが示されている．また路

線構築に関する研究としては Schittekat ら(2006)や

Ledesma & González(2012)は学校への通学に用いる

スクールバスのルーティング問題としてヒューリス

ティックスを用いて，平面上のノードの中に目的地

となる単一のノード及びバス停の候補点を設定しそ

の点への総移動距離を最小化するルーティングを求

める研究を行っている．また，Martins De Sá ら(2015)

はノード間にバス停留所を選択した上でそれらを結

ぶバス路線について，ハブ間を結ぶネットワークの

全てのノード間のフロー需要を重みとした重み付き
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総移動時間の最小化を目的として停留所の設置とル

ーティングを行っている．更に，路線上における車

両の運行頻度を考慮して路線設計を行った研究とし

て，Salzborn(1972)による，バスの乗車可能人数と発

着地へと戻る時間を用いて台数を最小化するスケジ

ューリングをおこなっている．そして，それを参考

として Gallo ら(2011)は地下鉄の路線設計問題に対

して地下鉄の運行頻度に焦点を当てた研究を行って

いる．また，拠点配置問題の研究としては

Hakimi(1964)による p-median 問題をはじめとして拠

点配置と路線配置を組み合わせた研究として，長谷

川・鈴木(2019)はノード毎の重みとして，ノードが代

表する人口・医療機関の診療科数・店舗面積を用い

て p-median 問題を求解している．そうして路線型公

共交通機関の発着する拠点を配置し，その後にハブ

間にバス路線を配置し，補足されるフロー交通量を

最大化する路線配置を求める研究を行い，実際の市

街地に対してそれを適用している．この研究では格

子状の都市モデルを利用することで実際都市への当

てはめを容易としている．一方で，これらの研究で

は路線配置による最適な拠点配置の変化という点が

考慮されていないという課題がある．ルーティング

問題と拠点の配置計画を行った研究として

Arslan(2021)は拠点からある一定の範囲では路線型

交通を利用しなくてもたどり着けるという仮定を置

いた上で拠点設置費用・運行費用・自力での移動費

用の総和が最小となる様に拠点の配置及び路線の最

適化を行っている．一方で，考慮されている交通手

段が路線型のみである他，範囲外の利用者のすべて

を路線が回るという想定となっており，一方範囲内

では一律で自力による移動となっているがその範囲

内での移動時間の増加による利用者の時間損失とい

う形での社会コスト増について考慮されていないと

いう問題点がある．また，運行費用を考慮した研究

として石田ら(1999)は路線長と交通需要密度を用い

て都市空間を想定し事業者側の運行費用と運賃収入

による採算限界と輸送能力により規定される輸送限

界から各交通機関の有利地域を求め，各都市圏にお

ける交通機関成立領域の差異を明らかとしている．

また長谷川ら(2017)はデマンド型交通について路線

型・タクシー型などの運用方法を類型化しそれぞれ

について一人当たり運行費用を定式化し各自治体の

需要密度からコストを最小化するデマンド型交通の

類型を明らかとしている．一方で，実際の公共交通

の路線網の設計には言及していない他，モデルで想

定される移動距離についても各自治体の中で平均化

されたものであるため具体性に欠けた部分がある． 

 そこで，本研究では長谷川・鈴木(2019)を参考とし

つつ，バスを想定した公共交通路線と拠点を同時配

置し，総移動時間を最小化し，更に路線と拠点の維

持コスト及び利用者の移動時間による利用者側総移

動負荷の概念を導入することにより，それらの総和

としての総社会コストを最小化する路線と拠点の配

置を求める問題を解くことを試みることにより，拠

点と公共交通の同時最適化を行うことを目的とする． 

 

図 1：全体のフローチャート 

 

２．総社会コストを最小化する路線と拠点配置 

2.1．都市モデルの設定 

 都市モデルにある程度の不規則性を持たせるため

2 次元平面上で 7km 四方の範囲にて座標をランダム

としてノードを配置し，それらの間をドローネ網で

接続するリンクを設置した．人口は 1 つのノードに

つき 100 人を想定した．また，人々は最も移動時間

を短くする拠点を目的地として移動を行うものとす

る． 

2.2．拠点配置の及び路線の配置方法 
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 始めに拠点数𝑝を与え，ノード間のリンクを通る

移動距離𝑑𝑖𝑗をダイクストラ法により求め，𝑑𝑖𝑗を用い

て以下のように定式化される p-median 問題により

拠点を初期配置した． 

min ∑ ∑ 𝑃𝑖𝑑𝑖𝑗𝑟𝑖𝑗

𝑗∈𝑁𝑖∈𝑁

(1) 

𝑠. 𝑡. ∑ 𝑟𝑖𝑗

𝑗∈𝑁

= 1  ∀𝑖 ∈ 𝑁 (2) 

𝑟𝑖𝑗 ≤ 𝑠𝑗   ∀𝑖, 𝑗 ∈ 𝑁 (3) 

∑ 𝑠𝑗

𝑗

= 𝑝 (4) 

𝑟𝑖𝑗 ∈ {0,1} ∀𝑖, 𝑗 (5) 

𝑠𝑗 ∈ {0,1} ∀𝑗 (6) 

𝑁:ノードの集合 

𝑑𝑖𝑗 : ノード𝑖と𝑗間の距離 

𝑃𝑖 : ノード𝑖の利用人口 

𝑝: ハブとなるノード数 

𝑟𝑖𝑗 :ノード𝑖の拠点𝑗への割当を示すバイナリ変数 

𝑠𝑗:拠点ノード𝑗を示すバイナリ変数 

 

 更に路線本数𝑞を与え，リンク上にランダムに配

置し路線の初期配置を行う．そしてヒューリスティ

ックアルゴリズムを用いて拠点と路線配置の最適化

を行う．このアルゴリズムは初期配置の路線の全て

についてそれぞれ未配置のリンク全てに置き換えを

行い，各ノードから拠点までの総移動時間の最も短

い置き換え先を保存する．路線の入れ替えが発生し

なくなった時点で，式(8)で求められる全てのノード

間の移動時間t𝑖𝑗を求める．なお，この時の経路は移

動時間を最小化する経路となる．𝑑𝑖𝑗をt𝑖𝑗と置き換え，

式(1)～(6)の p-median 問題を再び求解することで拠

点への総移動時間の最小化を目的関数として拠点を

再び最適化し，この配置に変化があった場合にはそ

の時点での路線配置を初期配置とした上で路線最適

化を再び行い，路線と拠点の配置が変化しなくなる

まで繰り返す．（図 2）このアルゴリズムにより，総

移動時間を最小化する路線配置及び拠点配置が求め

られる． 

min 𝑇𝑝
𝑞

= ∑ ∑ 𝑃𝑖𝑡𝑖𝑗𝑟𝑖𝑗

𝑗∈𝑁𝑖∈𝑁

(7) 

 

𝑠. 𝑡. t𝑖𝑗 = 𝑑𝑖𝑗 ∑ ∑ 𝑢𝑘𝑙
𝑖𝑗 {𝑥𝑘𝑙/𝑣𝑏+𝑦𝑘𝑙/𝑣𝑤}

𝑙∈𝐸𝑘∈𝐸

  ∀𝑖, 𝑗 (8) 

∑ ∑ 𝑥𝑖𝑗

𝑗∈𝑁𝑖∈𝑁

= 𝑞 (9) 

表 1：定数・パラメータ一覧 

区分 概要 拠点コスト一定 路線コスト一定 

定数 𝑃 ノードの利用人口 100 100 

𝑣𝑏 バスの速度(km/h) 15 15 

𝑣𝑤 徒歩の速度(km/h) 2 2 

𝐻𝑏  1 日当たりバス運行時間(h) 12 12 

𝑓𝑢 1 日当たりの利用回数(回) 0.29 0.29 

パラメータ 𝑝 拠点数 1 1 

2 2 

3 3 

4 4 

5 5 

𝑐𝑏 路線長当たり費用(円/km) 47.72 95.43 

95.43  

143.14  

𝑐ℎ 拠点当たり費用(円/箇所) 20000 10000 

 20000 

 40000 

𝑐𝑢 利用者側の時間価値(円/h) 100 100 

500 500 

1000 1000 
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𝑥𝑖𝑗 ∈ {0,1}  ∀(𝑖, 𝑗) ∈ 𝐸 (10) 

𝑦𝑖𝑗 ∈ {0,1}  ∀(𝑖, 𝑗) ∈ 𝐸 (11) 

𝑢𝑘𝑙
𝑖𝑗

∈ {0,1}  ∀𝑖, 𝑗, ∀(𝑘, 𝑙) ∈ 𝐸 (12) 

𝐸:リンクの集合 

𝑇𝑝
𝑞
:路線本数𝑞拠点数𝑝の時の純移動時間(h) 

t𝑖𝑗:ノード𝑖と𝑗間の移動時間 

𝑣𝑏:バスの速度(km/h) 

𝑣𝑤:徒歩の速度(km/h) 

𝑥𝑖𝑗:路線配置リンク𝑖𝑗を示すバイナリ変数 

𝑦𝑖𝑗:路線未配置リンク𝑖𝑗を示すバイナリ変数 

𝑢𝑘𝑙
𝑖𝑗
:𝑖𝑗間の移動経路を示すバイナリ変数 

2.3．総社会コストの計算 

式(13)の通り示される路線長による事業者側のコ

ストと純移動時間𝑇𝑝
𝑞
と待ち時間を合わせた時間的

損失による利用者側コストの合計である𝐶𝑝
𝑞
を求め

た．そして，パラメータ毎に最も総社会コスト𝐶𝑝
𝑞
を

小さくする拠点数𝑝と路線本数𝑞を求めた． 

 

min𝐶𝑝
𝑞

= 𝐻𝑏𝐵𝑣𝑏𝑐𝑏 + 𝑝𝑐ℎ + (𝑇𝑝
𝑞

+ ∑
𝑃𝑖𝑓𝑏

2
𝑖∈𝑁

) 𝑓𝑢𝑐𝑢 (13) 

𝑠. 𝑡. 𝐵 ≥
∑ ∑ 𝑥𝑖𝑗𝑑𝑖𝑗𝑗∈𝐿𝑖∈𝐿

𝑓𝑏𝑣𝑏

(14) 

𝐻𝑏:バスの 1 日の営業時間(h) 

𝐵:車両台数 

𝑐𝑏:走行キロ当たり費用(円/km) 

𝑐ℎ:拠点当たり費用(円/箇所・日) 

𝑓𝑢:利用者の利用頻度(回/人・日) 

𝑐𝑢:利用者の移動負荷(円/h) 

𝑓𝑏:バスの運行間隔(本/h) 

 パラメータとしては表 1 に示される通りとなって

いる．式(13)の最適化計算においては運行間隔𝑓𝑏が

変数となり，総路線コストと利用者側総移動負荷に

影響する．総路線コストはまず運行間隔𝑓𝑏とバスの

速度𝑣𝑏の積で路線長を割ることにより，必要なバス

台数𝐵を求める．そして 1 日にバス台数𝐵が営業時間

𝐻𝑏だけ走り続けることを想定した 2 つの値の積𝐻𝑏𝐵 

により全てのバスの走行時間の総和が求められる．

そこにバスの速度𝑣𝑏をかけることで 1 日の総走行距

離を求め走行キロ当たり費用（以後，路線コスト）

𝑐𝑏の積が総路線コストとなる．利用者側総移動負荷

は，まず運行間隔𝑓𝑏を用いて期待待ち時間をノード

別に求め総待ち時間を純移動時間𝑇𝑝
𝑞
と併せて総移

動時間を求める．それに移動時間によって利用者に

課される負荷を概念的に金銭換算したパラメータを

佐藤(2006)らを参考として「移動負荷」と命名した𝑐𝑢 

と 2015 年全国都市交通特性調査より求めた 1 人 1

日当たりの平均的な買物・通院目的移動回数である

𝑓𝑢を掛け合わせることにより求められる． 

上記の定式化に基づき，繰り返し計算によるヒュ

ーリスティックアルゴリズムで最も総社会コストを

最小化する路線・拠点配置の解を求めた．  

 
図 2：路線・拠点配置のフローチャート 
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図 3：拠点コスト一定の各パラメータによる最小総社会コストとなる路線と拠点配置・予算と総社会コストと

総移動時間の散布図 
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図 4：路線コスト一定の各パラメータによる最小総社会コストとなる路線と拠点配置・予算と総社会コストと

総移動時間の散布図 
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３．コスト算定パラメータによる最適路線・拠点

配置の変化 

3.1．移動負荷の差異による最適配置の違い 

 表 1 における「拠点コスト一定」の各パラメータ

条件での総社会コスト最小化拠点・路線配置及び，

サービスの供給者の投資額を表す路線コストと拠点

コストの総和の違いによる総社会コストと総移動時

間の変化を示したものが図 3 であり，「路線コスト

配置一定」の結果を示したものが図 4 である．この

図では供給者側の投資額について政策実施時の予算

制約を想定した 3 種類の制約をかけた結果を示して

いる．移動負荷に着目すると，移動負荷が高い 1000

円・500 円の場合には予算を増加させることで路線

長・運行間隔や拠点数を増加させ，総社会コストを

より小さくすることができるとわかる．これは，移

動負荷の高い高齢者などの多い都市では総社会コス

トをより小さくするために予算を高くする必要があ

ることを示唆している．翻って移動負担が低い 100

円の場合には予算制約 10 万円の時点で総社会コス

トが最小化されており，予算を増加させる必要がな

いことも示される．また，移動負荷が大きい場合に

路線長がむしろ短くなる場合がある．また，運行頻

度は移動負荷が大きい場合には短くなる．このこと

から，移動負荷が大きい場合には路線長を短くして

でも運行頻度を上げた方が良いという結果がみてと

れる．このことは，予算と総移動時間の散布図にお

いて予算が低い場合に予算の増加に対する総移動時

間の減少が著しい部分があることによっても示唆さ

れている．更に，移動負荷が低い 100 円のとき，予

算に対する総社会コストの極小値は総移動時間の極

小値よりも低いことが確認できる．このことは，移

動負荷が小さい場合には公共交通への投資が小さく

公共交通を利用したときの総移動時間が長い時にお

いても総社会コストを最小化されている可能性を示

している．これらのことから，移動負荷の高い高齢

者の多い都市では最適となる拠点・公共交通整備の

形態が変わる可能性が示唆される． 

3.1．路線・拠点コストの差異による最適配置の違い 

 運行されるバスの運行形態に関係する路線コスト

の変化による影響について路線コストの増加により

路線長は減少する．それに伴って拠点数は（A9→A6）

のとき以外には増加するか変わらないトレードオフ

関係がみられた．例外である（A9→A6）のときには

運行間隔が小さくなっている．このことから，路線

コストが増加しても拠点数を増やすのでなく運行頻

度を増加させた方が最適である場合もあることがわ

かる． 

 次に，目指される拠点のサービスレベルと関係す

る拠点コストの変化による影響については，拠点費

用が増加した場合に総社会コストを最小化する拠点

数が減少していることがわかる．一方でこのときの

路線長は多くの場合増加するが，一部（D8→D5・D9

→D6・E7→E4・E8→E5）のときにはむしろ路線長は

減少する．このとき同時に運行間隔は小さくなって

いる．従って路線長を伸ばすことと運行間隔を小さ

くすることの移動時間を短縮する 2 通りの方法があ

り，どちらがより有効かは場合によることがわかる．

更に時間負荷が高く拠点コストが低い場合に運行間

隔の縮小が有効である場合が多いことがわかる． 

 

４．まとめ 

 本研究では路線型公共交通と目的地としての拠点

の移動時間の最小化を目的とする同時最適化による

設計を通して利用者の利便性も含めた総社会コスト

を最小化する路線と拠点の数量と配置決定を行った．

そしてパラメータの違いによる結果の差異を分析し

た．この結果として以下のことが分かった． 

①移動負荷の高い場合には総社会コストを小さくす

るために公共交通と拠点により多く予算を割く必要

性がある． 

②移動負荷が小さいときには総社会コストの極小値

をとる予算と総移動時間の極小値をとる予算では前

者が低くなることが示されたことから，公共交通に

よる総移動時間が長い場合でも総社会コストが最小

化されている状況である場合がある． 

③これらより，高齢者が多いなど住民の移動負荷が

大きい場合には公共交通に多くの予算を割くことが

望ましくなる場合がある． 

④自動運転化などによる路線コストの削減といった

状況においては拠点数を削減するのが望ましい場合
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がある． 

⑤コストが高い拠点を整備する場合は拠点数を減ら

し，路線長を伸ばすか運行間隔を小さくすることに

よって社会コストの最小化を達成することができる． 

 今後の課題としては，まず考慮する公共交通を路

線型のみならずデマンド型を想定した非路線型にま

で拡大することが挙げられる．また，公共交通路線

のコスト算定においてその走行距離をより正確に算

定するために路線から走行する系統までを設計する

ことが今後の課題として考えられる． 
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